
ベースレジストリの整備・連携
～不動産関連の要望～

2021年3月24日
政策部長 小木曽 稔

資料１－１



不動産分野での、発生している主な問題とその原因

1

発生している問題 原因

車の両輪として、①デジタル化と②共通ＩＤにより突
合させるデータベースの整備・連携が不可欠



(1頁の補足資料)物件調査に係る事業者の対応コスト

●ベースレジストリ整備関係の政府文書での課題の記述

『●課題
不動産取引時に情報検索が大変である。都市情報としての土地や建物の情報が、
正確に入手できなかった。』
(出典)『データ戦略タスクフォース第1次とりまとめ』（2020年12月21日、デジタル・ガバメント閣僚会議決定)より抜粋

●不動産業界の調査業務のみでの対応コスト負担 年1.3万人

2
（出典）2020年3月9日 未来投資会議 産官協議会「次世代インフラ／スマート公共サービス」会合（第2回）
配布資料5-2(１)より抜粋



(1頁の補足資料)IDでデータ突合できない現状

3(出典)国土交通省不動産流通市場における情報整備のあり方研究会第2回(2012年8月6日)の国交省作成の資料３より抜粋



(1頁の補足資料) 空き家問題の実態と原因その１

〇登記情報が現状と乖離
・築70̃80年を超えるような古い物件の場合、登記上の所有者と実際の所有者が異
なる場合が多く、建物については、未登記や記載されている建物が実際の建物と異
なる場合もある。

〇所有者特定のための手間と費用が膨大
・不動産の売買取引を行うにあたり、登記の名義変更が必要だが、何世代も前の人物
が記載されている場合、法定相続人を洗い出し承諾を得るにはかなりの手間と費用
がかかる（数十万から100万以上かかるケースもある）。登記の不備を理由に売買
が流れるケースも多い。

〇賃貸契約の実務では、事実上、納税通知書の情報で所有者の特定を代替させている
・市町村では固定資産税徴収のため独自に納税義務者を定めており、納税通知書に記
載された面積や所有者名の方が利便性が高い。空き家の賃貸借契約は、納税義務者
を所有者とみなして契約を行っている。

〇空き家対策や固定資産税等を担当する行政機関の者も、現場で個々の判断と作業を求
められ対応に苦慮

4

関係者からのヒアリングや文献調査等による整理



(1頁の補足資料) 空き家問題の実態と原因その２(実例)

5

(出典) 南九州市頴娃町NPO法人頴娃おこそ会のプレゼン資料(2020年11月6日)

上記問題は全ての自治体に共通する深刻な問題



規制・制度改革の要望事項(総括)

6



要望事項① 全体構想の具体的イメージ

7(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



要望事項① 具体的な制度設計

8(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



要望事項① 不動産情報バンクの構成ＤＢの内容

9(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



参考とすべき最先端の事例 ドバイ①

(出典)東京大学空間情報科学研究センター不動産情報科学研究部門の資料を活用
10

新技術(ブロックチェーン)の活用



参考とすべき最先端の事例 ドバイ②

(出典)東京大学空間情報科学研究センター不動産情報科学研究部門の資料を活用 11

不動産IDを用いて、登記所に代わる『Trusteesオフィス』で、
３０分以内に登記・抵当権設定が可能



参考とすべき最先端の事例 ドバイ③

(出典)東京大学空間情報科学研究センター不動産情報科学研究部門の資料を活用 12

不動産IDを活用することにより、
権利・抵当権・不動産取引価格・家賃が全てマッチング可能
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要望事項② 参考 現状での個人情報の取り扱い①

Ｑ１ 物件情報には売り希望者などの氏名が含まれていないが、「個人情報」か。

Ａ 物件情報は「他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人
を識別することができることになるもの」に該当し、個人情報である。
理由は、以下のとおりである。
（１）物件情報は、売主や貸主が取引の相手方を探索してもらうことを目的と
して宅地建物取引業者（元付業者）に対して提供するものである。そして買
主等の媒介を行う宅地建物取引業者（客付業者）は、売買契約等の成約まで
に、元付業者への電話連絡等を通じて物件を特定でき、物件の売主や貸主等
の特定の個人を識別することができる。
（２）物件情報に住居表示、地番等が含まれている場合は、上記（１）のよう
な元付業者への連絡を考慮するまでもなく、不動産登記簿や住宅地図等によ
り、売主や貸主を識別することができる。

(出典)「不動産業における個人情報保護のあり方に関する研究会」報告 （不動産流通業における個人情報保護法の適用の考え
方）（国交省平成17年1月公表(改正；平成24年6月） ）より抜粋
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要望事項② 参考 現状での個人情報の取り扱い②

14(出典)国土交通省作成資料



総務省統計委員会が2020年3月に技術的課題等整理

15
(出典) 総務省統計委員会『不動産パネルデータベースの構築及びデータ分析 に関する調査研究（第二期） 』より抜粋

要望事項② 参考 個人情報の取扱いに関する課題提起



要望事項③ 不動産登記申請手続きのデジタル完結等
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規制・制度改革がもたらす経済効果

17(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』をもとに作成



規制・制度改革がもたらす社会効果

■所有者不明土地や空き家の問題対策の前進

■都市行政・土地行政・税務行政に係る行政機関
の対応コストの削減

■国民の住所等の的確な把握によるタイムリーな
行政サービスの実現

■都市行政・土地行政に係るＥＢＰＭの推進

18



Appendix

19



新経済連盟関係提言

20



デジタル庁設置の今こそ、下記提言の実施が不可欠

(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋 21

新経済連盟の4年前の提言(自民党等で説明)



政府関係文書

22



政府の『データ戦略』での不動産に係るベースレジストリの記述

２.３ 重点整備対象候補
現在の国内のデータ整備状況、ニーズ、選定基準から、具体的な検討対象データは以
下のようなデータ項目が想定される。
c)不動産
手続効率化という視点から、民間企業からの要望が大きい。住所情報の整備とあわせて
検討していく。
●課題
不動産取引時に情報検索が大変である。都市情報としての土地や建物の情報が、正
確に入手できなかった。
●現在共有されているデータと共有範囲
データでの共有は行われていない
●情報源（情報管理）
不動産登記（法務省）
●備考
行政機関は、不動産登記事項証明書を、職務上必要な範囲内で物件を特定して公用
請求により取得可能
●データ項目例
不動産番号
不動産種類（土地・建物区分、地目、建物種類）
所在（住所表記、地番）
ポリゴン
(出典)『データ戦略タスクフォース第1次とりまとめ』（2020年12月21日、デジタル・ガバメント閣僚会議決定)より抜粋して作成 23



土地関連台帳との情報連携のスケジュール

(出典)『国・地方デジタル化指針』より抜粋
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不動産流通における情報整備の課題（国交省整理）

25(出典)国土交通省不動産流通市場における情報整備のあり方研究会第1回(2012年7月26日)の国交省作成の資料３より抜粋



不動産における情報ストック整備の意義と効果(国交省整理)

(出典)国土交通省不動産流通市場における情報整備のあり方研究会第2回(2012年8月6日)の国交省作成の資料３より抜粋
26



不動産ＩＤの先行調査事例 総務省統計委員会報告（2020年3月）①

27(出典) 総務省統計委員会『不動産パネルデータベースの構築及びデータ分析 に関する調査研究（第二期） 』より抜粋



不動産ＩＤの先行調査事例 総務省統計委員会報告（2020年3月）②

28(出典) 総務省統計委員会『不動産パネルデータベースの構築及びデータ分析 に関する調査研究（第二期） 』より抜粋



不動産ＩＤの先行調査事例 総務省統計委員会報告（2020年3月）③

29(出典) 総務省統計委員会『不動産パネルデータベースの構築及びデータ分析 に関する調査研究（第二期） 』より抜粋



民間による不動産ＩＤの取組み

(出典)
(一社)不動産情報共有推
進協議会の資料より抜粋
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不動産業者が必要とする情報

31



事業者が必要とする情報（取引工程による整理）

32(出典)国土交通省不動産流通市場における情報整備のあり方研究会第1回(2012年7月26日)の国交省作成の資料３より抜粋



事業者が必要とする情報 (調査項目による整理)

33(出典)国土交通省不動産流通市場における情報整備のあり方研究会第1回(2012年7月26日)の国交省作成の資料３より抜粋



国土交通省が試行運用した後
終了になった
『不動産総合データベース構想』

34



『不動産総合データベース構想』の概要等①

35(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



『不動産総合データベース構想』の概要等②

36(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



『不動産総合データベース構想』の概要等③

37(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



『不動産総合データベース構想』の概要等④

38(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



『不動産総合データベース構想』の概要等⑤

39(出典)当連盟2017年2月13日公表提言『不動産・新産業革命～名目ＧＤＰ600兆円に向けた成長戦略』より抜粋



関連する数字・データ

40



経済効果 『失われた建物価値500兆円』の根拠

41



経済効果 ＧＤＰ30兆円の根拠

42

・居住地以外土地137兆円+建物価値+居住地の資産の
一部の移転=200兆円
が移転すると仮定。

・200兆円÷平均資産額2,000万円=1,000万戸

・1,000万戸×リフォーム/リノベーション単価300万円

●1,000万戸でリフォーム・リノベー
ションが発生という仮定



2033年、日本の全物件の3軒に1軒が空き家に

43

空き家の件数

(出典)
国土交通省作成データ
等をもとに作成



活用可能な空き家数は全国で48万戸

44

(出典)国土交通省「空き家等の現状について」より抜粋




